
１－② LINEを活用した広報の実施

月間約8,600万人が利用するLINEのアプリ及び関連アプリの複数の広告面を活用し、最も効率

のよい広告面に自動的に調整されて配信するLINE広告を活用し、ターゲットを絞って広告を運

用・配信し、特設サイトへの誘導を行う。

ネットワーク ＜特設サイト＞

広報内容
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１－③ Google広告、朝日新聞デジタル等を活用した広報

Google広告や朝日新聞デジタルなどのインターネットに広告を掲載し、特設サイトへの誘導

を行う。

また、Google及び朝日新聞デジタルは年齢などでターゲットを絞って広告を運用・配信する。

＜特設サイト＞

広報内容
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２．YouTubeにおける動画広告等の配信

動画共有サイトYouTubeにおいて、養親、養子へのインタビューの様子を撮影した動画広告

を配信。（特設サイトへの誘導も実施）
https://youtu.be/hbLDbROK0ls

広報内容

【養親】

池田 紀行 さん、池田 麻里奈 さん

【養親】

久保田 智子 さん

【養子】

ふくだももこ さん
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３．新聞広告の実施

全国紙（発行部数約550万部）朝刊の全面広告を掲載。特別養子縁組制度の概要及び特設

サイトのURL・QRコードも盛り込み、さらなる制度の理解へとつなげる。

＜掲載内容＞

・朝日広告賞を受賞した作品

・シンポジウムの案内

媒体：新聞全国紙 朝刊

サイズ：全15段 多色

掲載時期：2021年10月１日付

部数：約557万部

閲読人数：約1,227万人（回読2.3人／部）

広報内容
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４．不妊治療当事者団体の協力による広報

不妊治療当事者団体であるNPO法人Fineのホームページにおいて、特設サイトへの誘導を
行ったほか、不妊治療クリニック等にリーフレットを配布

広報内容
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特別養子縁組の当事者、有識者、民間あっせん機関代表者等が登壇するシンポジウムを開催。特別養子縁組の当事者、有識者、民間あっせん機関代表者等が登壇するシンポジウムを開催。

５．シンポジウムの単独開催

（登壇者）
・久保田智子さん
・松本亜樹子さん（NPO法人Fine 理事長）
・小川多鶴さん（アクロスジャパン 代表理事）
・林 浩康さん（日本女子大学教授）

（登壇者）
・久保田智子さん

（養親／TBS報道局記者、元アナウンサー）

○当事者が語る「特別養子縁組」
～「私が母です」と言えるようになるまで～

○パネルディスカッション １
「当事者が語る里親の第一歩

～多様な里親の形～」

○パネルディスカッション ２
「広げよう支えよう里親の輪」

（登壇者）
・ふくだももこさん（養子／映画監督）
・みそぎさん（養子／「Origin」代表）
・山内ゆなさん（社会的養護出身者）
・林浩康さん （日本女子大学教授）

広報内容
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６．ポスター・リーフレットの配布・掲示

・首都圏の公共交通機関（一部）にポスターを掲示

・都道府県を通じて、全国の公共施設・公共機関にポスター・リーフレットを掲示、配布

＜ポスター＞ ＜リーフレット＞

＜表面・裏面（制度概要）＞

・特別養子縁組制度と里親の違い

・民間あっせん機関掲載

＜中面（インタビュー記事）＞

・養子を迎えられた養親

・漫画「パーフェクトワールド」作者

有賀リエ先生

広報内容

231



≪産科医療機関を中心とする医療関係者の方向け≫

（リーフレット（表面）） （リーフレット（裏面））

※厚生労働省ＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000169158.html）にも掲載されています。
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児童相談所と連携した民間あっせん団体の養子縁組の取組（大阪府）児童相談所と連携した民間あっせん団体の養子縁組の取組（大阪府）

大阪府では（公社）家庭養護促進協会に養子縁組里親支援機関事業として以下の業務を委託し、相互連携して養子縁組
の促進に取り組んでいる。

≪大阪府と公益社団法人家庭養護促進協会（民間あっせん機関）との連携≫

①養子縁組里親の普及啓発に係る業務（リクルート）
シンポジウムの開催、養子縁組制度等の説明会・イベントへの協力、
リーフレットの作成・配付、不妊専門相談センター公開講座への協力、
産婦人科医療・保健従事者向けの学習会への協力、ＳＮＳによる情報発信 等

②養子縁組里親認定の手続き（ガイダンス、児童相談所への推薦）
里親認定希望者の問い合わせ対応、ガイダンスの実施
直接マッチングの際の調査及び児童相談所への推薦

③研修の実施
里親認定前研修、里親登録後研修の実施
里親登録更新研修の実施
研修及び実習実施状況の把握、修了状況の報告

④要保護児童の委託先検討
「あなたの愛の手を」掲載に向けた手続き、取材対応等
申し込み家庭と児童のマッチングのための調査、児童相談所への推薦 等

⑤里親家庭及び委託児童への支援
交流に関する調整、交流期間中の支援
里親委託開始後の訪問支援 等

⑥養子縁組成立後の支援
ＳＮＳを介した24時間相談受付、養親子向けひろば、養子キャンプ、運動会、会報誌発行 等

⑦児童相談所との連絡調整、その他
児童相談所との連絡会に参加、業務内容の報告
里親委託等推進委員会への委員派遣 等

民間団体の持つ専門性やフットワークを活かし、新規の養子縁組里親の開拓から児童委託後の支援まで一貫して行うとともに、
行政と民間団体が協同で支援体制を充実させることにより、児童の最善の利益保障を目指して取り組む。

事業の目的

養子縁組里親支援機関事業

児童相談所、里親会、里親支援専門相談員が協力

調査、認定、登録は児童相談所、本庁所管課と協同

実習については、里親支援専門相談員が協力

里親養育支援は、児童相談所と協同
児童相談所からの依頼を受けた里親支援専門相談員が協力
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マッチング
（愛の手システム）

ガイダンス

研修

家庭裁判所

養子縁組里親 府民

子ども家庭センター（児童相談所）

②報告

④調査

⑤研修の推薦

⑥研修報告

里親審査部会

⑦諮問・認定

⑧対象児童発生

⑪推薦

⑫委託

⑬申立⑭審判

①問い合わせ

養 子 縁 組 里 親 支 援 機 関 事 業 （ 一 貫 し た 支 援 イ メ ー ジ ）養 子 縁 組 里 親 支 援 機 関 事 業 （ 一 貫 し た 支 援 イ メ ー ジ ）

要保護児童

⑩希望

③申請

広報・啓発

支援家庭養護促進協会

⑨マッチング依頼
（情報提供）
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養子縁組民間あっせん機関助成事業【拡充】

概要

○ 特別養子縁組の民間あっせん機関に対する助成事業について、年度ごとに補助事業者を採択する仕組みのモデル事業の一部を一般
事業化することで、民間あっせん機関による取組の安定化を図るとともに、補助対象となる事業者数を拡大する。

拡充内容

【養子縁組民間あっせん機関助成事業（拡充）】

・ 民間あっせん機関への補助について、モデル事業として、年度ごとに補助対象とする機関を採択する仕組みの見直しを行い、

一部のモデル事業を一般事業化する。（下記参照）

・ 資質向上モデル事業により、民間あっせん機関同士の事例検討や人事交流等を支援しているが、連携強化の観点から、児童相談所

との定期的な事例検討会議等の実施を促すため、補助単価を引上げ。

１か所当たり 1,100千円（年額） → １か所当たり 1,954千円（＋854千円）

【現行（令和３年度）】

○養子縁組民間あっせん機関支援体制構築モデル事業
※事業実施要件を満たすほか、毎年、対象事業者の採択を受けることが必要。

①養親希望者等支援モデル事業（１か所：4,583千円）

②障害児等支援モデル事業（１か所：3,070千円）

③心理療法担当職員の配置による相談支援体制構築モデル事業
（１か所：6,179千円）

④特定妊婦への支援体制構築モデル事業（１か所：6,344千円）

⑤高年齢児等への支援体制構築モデル事業（１か所：3,354千円）

⑥資質向上モデル事業（１か所：1,100千円）

⑦出自を知る権利の支援体制モデル事業（１か所：6,179千円）

＜一般事業への移行対象事業＞

【令和４年度予算案】

○養子縁組民間あっせん機関体制整備支援事業（仮称）

※事業実施要件を満たしていれば補助対象（一般事業）

・基本分（事務費）※現行の①＋④に相当

・加算Ⅰ（障害児等支援加算）※現行の②に相当

・加算Ⅱ（心理療法担当職員配置加算）※現行の③に相当

○養子縁組民間あっせん機関支援体制構築モデル事業
・高年齢児等への支援体制構築モデル事業
・資質向上モデル事業
・出自を知る権利の支援体制モデル事業

（実施主体） 都道府県、指定都市、児童相談所設置市 ※民間あっせん機関の許可を行った自治体が実施主体

（補助率） 国：１／２、都道府県、指定都市、児童相談所設置市：１／２

令和４年度予算：212億円の内数（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）
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○養子縁組民間あっせん機関助成事業

【補助基準額】

①養子縁組民間あっせん機関基本助成事業

ⅰ 養子縁組民間あっせん機関等職員研修参加促進事業 受講者１人当たり 55千円

ⅱ 第三者評価受審促進事業 １か所当たり 321千円

ⅲ 養子縁組民間あっせん機関体制整備支援事業 基本分 １か所当たり 10,931千円 ≪新規≫
障害児等支援加算 １か所当たり 3,073千円 ≪新規≫
心理療法担当職員配置加算 １か所当たり 6,171千円 ≪新規≫

②養子縁組民間あっせん機関支援体制構築等モデル事業

ⅰ 高年齢児等への支援体制構築モデル事業 １か所当たり 3,354千円

ⅱ 資質向上モデル事業 １か所当たり 1,954千円 ≪拡充≫

ⅲ 子どもの出自を知る権利に関する支援体制整備モデル事業 １か所当たり 6,171千円

③養親希望者手数料負担軽減事業 １人当たり 400千円（上限）

【実 施 主 体 】都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補 助 率】国：1/2、都道府県・指定都市・児相相談所設置市：1/2
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10．子ども・子育て支援新制度と社会的養護
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【社会的養護】

市町村の子育て支援事業市町村児童虐待防止ネットワーク
（要保護児童対策地域協議会）

【家庭養護】

養育里親

ファミリー
ホーム

養子縁組

養子縁組
里親

親族里親

児童相談所
（都道府県・指定都
市・児相設置市）

【施設養護】

乳児院
児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

児童養護
施設

母子生活
支援施設

自立援助
ホーム

地域小規模
児童養護施設

小規模
グループケア

児童家庭
支援センター

施設が支援

里親支援機関

市町村

要支援児童,

その家庭
乳児家庭

全戸訪問事業

保育所・
幼稚園

地域子育て
支援拠点事業

ファミリー
サポート
センター

要保護児童（保護者のない児童又
は保護者に監護させることが不適
当と認められる児童）

・要支援児童（保護者の養育を支援することが特に
必要と認められる児童）

・特定妊婦（出産後の養育について出産前において
支援を行うことが特に必要と認められる妊婦）

特定
妊婦

放課後児童
健全育成事業

養育支援
訪問事業

一時預か
り事業

家庭的
保育事業 ショート・

トワイライト
ステイ

児童委員

司法機関

警察

病院・
診療所 学校

保健所

要保護児童等（要保護児童、要支援
児童、その保護者、特定妊婦）に関
する情報交換、支援内容の協議

要保護児童,
その家庭 専門里親

福祉事務所

施設が地域支援、
退所者支援

○ 平成２４年８月に成立した子ども・子育て支援法では、市町村が虐待を受けた児童等の要保護児童も含め、地域の子ども・子育て家庭を
対象とした事業を行うとともに、都道府県が、社会的養護など、専門性の高い施策を引き続き担うため、都道府県の設置する児童相談所
を中心とする仕組みを現在と同様に維持することにしている。

○ 同法では今後、市町村と都道府県との連携を確保するため、「市町村子ども・子育て支援事業計画」では、社会的養護などの都道府県が
行う専門的な施策との連携に関する事項を記載するよう努めること、「都道府県子ども・子育て支援事業計画」では、要保護児童等に関
する専門的な知識・技術を必要とする支援、支援のために必要な市町村との連携に関する事項を記載することにしている。

○ 児童相談所を中心とした社会的養護は、市町村の児童家庭相談や子育て支援と一連につながるものであり、密接に連携して推進。

子ども･子育て支援新制度と社会的養護

238



事 項 事 業 内 容
令和３年度
予算額

（参考）
令和２年度
予算額

国分 地方分

子ども・子育て支援

子ども・子育て支援新制度の着実な実施 6,526 2,985 3,541 6,526

社会的養育の充実 474 237 237 474
育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 17
新子育て安心プランの実施 223 111 112 －

医
療
・
介
護

医療・介護サービス

の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等

・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）

うち 地域医療構想の実現を図るための病床機能再編支援

・ 診療報酬改定における消費税財源等の活用分

1,179

195

803

851

195

592

328

0

211

1,194

-

602

地域包括ケアシステムの構築

・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）

・ 平成27年度介護報酬改定における消費税財源の活用分
（介護職員の処遇改善等）

・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

824
1,196

534

549
604

267

275
592

267

824
1,196

534

医療・介護保険

制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612

国民健康保険への財政支援の拡充
・ 低所得者数に応じた自治体への財政支援 1,664 832 832 1,664
・ 保険者努力支援制度等 2,272 2,272 0 2,272

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 700
70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248
介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 1,572 786 786 1,572
介護保険保険者努力支援交付金 200 200 0 200

難病・小児慢性

特定疾病への対応
難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用 等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金

年金受給資格期間の25年から10年への短縮 644 618 26 644
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 80 76 5 68
年金生活者支援給付金の支給 5,220 5,220 0 4,908

合 計 27,078 18,172 8,906 27,111

令和３年度における「社会保障の充実」（概要）

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（2.31兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.4兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（2.71兆円）の財源を確保。

（注３） 保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」における全職員を対象とした３％の処遇改善を実施（平成27年度）。このほか、「社会保障の充実」とは別に、平成29年度から全職員を対象とした

２％の処遇改善を行うとともに技能・経験に応じた月額最大４万円の処遇改善を行うなど、取組を進めている。

（注４） 「子ども・子育て支援新制度の着実な実施」及び「新子育て安心プランの実施」の国分については全額内閣府に計上。

（注５） 令和３年度に限り、令和４年度から医療・介護分野において不妊治療の保険適用の財源として充当する予定の消費税増収分を１年限りで一時的に活用する。

（注６） 小児の外来診療に係る診療報酬上の特例的な評価について、令和３年度に一時的に措置した190億円を含む。

（注７） 令和２年度に措置した医療情報化支援基金768億円を含む。

（注４）

（単位：億円）

（注３）

（注６）

（注７）

（注４・５）
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子ども・子育て支援の充実

○ 子ども・子育て支援新制度の推進により、すべての子ども・子育て家庭を対象に、市町村が実施主体となり、教育・保育、地域の子ども・子育て
支援の量及び質の充実を図る。

（参考）子ども・子育て支援新制度における量及び質の充実
＜量的拡充＞
市町村子ども・子育て支援事業計画に基づき、教育・保育、地域の子ども・子育て支援の計画的な事業量の拡充を図る。

＜質の向上＞
子ども・子育て支援新制度の基本理念である、質の高い教育・保育、地域の子ども・子育て支援の実現を図る。

Ⅰ．子ども・子育て支援新制度の実施 令和３年度所要額（公費） 6,526億円

・施設型給付、委託費（認定こども園、幼稚園、保育所に係る運営費）☆

・地域型保育給付（家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居宅訪問型保育に係る運営費）☆

子どものための教育・保育給付

市町村が地域の実情に応じて実施する事業を支援。

・利用者支援事業☆ ・延長保育事業 ・放課後児童健全育成事業 ・地域子育て支援拠点事業 ・一時預かり事業☆

・病児保育事業☆ ・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 等

地域子ども・子育て支援事業

（☆は子育て安心プランの取組としても位置づけ）

○児童養護施設等の小規模かつ地域分散化や職員配置基準の強化を含む高機能化等の推進など、質の向上を図る。

○児童養護施設等の受入児童数の拡大（虐待を受けた子どもなど社会的養護が必要な子どもの増加への対応）

Ⅱ．社会的養育の充実 令和３年度所要額（公費） 474億円
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量的拡充 質の向上 ※

所要額 ０．４兆円程度 ０．３兆円程度～０．６兆円超程度

主な内容

●認定こども園、幼稚園、保育園、
地域型保育の量的拡充
（待機児童解消加速化プランの推進等）

◎３歳児の職員配置を改善（２０：１→１５：１）
△１歳児の職員配置を改善（６：１→５：１）
△４・５歳児の職員配置を改善（３０：１→２５：１）
○私立幼稚園・保育園等・認定こども園の職員給与の改善
（３％～５％）
◎小規模保育の体制強化
◎減価償却費、賃借料等への対応 など

●地域子ども・子育て支援事業の量的拡充
（地域子育て支援拠点、一時預かり、

放課後児童クラブ等）

○放課後児童クラブの充実
○一時預かり事業の充実
○利用者支援事業の推進 など

●社会的養護の量的拡充 ◎児童養護施設等の職員配置を改善（5.5:1→4:1等）
○児童養護施設等での家庭的な養育環境の推進
○民間児童養護施設等の職員給与の改善（3%～5%） など

量的拡充・質の向上 ０．７兆円程度～１兆円超程度

※ 「質の向上」の事項のうち、◎は0.7兆円の範囲ですべて実施する事項。○は一部を実施する事項、△はその他の事項。

○ 消費税率の引上げにより確保する０．７兆円の範囲で実施する事項と０．３兆円超の追加の恒久財源が
確保された場合に、１兆円超の範囲で実施する事項の案として整理したもの。

○ 「０．７兆円の範囲で実施する事項」として整理された「質の向上」の事項については、平成２７年度
から全て実施。

子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」項目（所要額）
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平成２６年３月２８日 第１４回子ども・子育て会議第１８回基準検討部会合同会議
『子ども・子育て支援新制度における「量的拡充」と「質の改善」について』（抄）

項目 内容 平成25年度→29年度所要額 備考

社会的養護の充実

児童養護施設等の職員配置基準の改善（５．５：１→４：１等） ２２２億円程度

児童養護施設等にチーム責任者１名を配置(平成２７年度から５年か
けて全施設で実施）

１９億円程度

児童養護施設及び乳児院に里親支援担当職員１名を配置(平成２７年
度から５年かけて全施設で実施）
※平成２７年度から１５年かけて全施設で実施→平成２７年度から５
年かけて全施設で実施

２１億円程度
（７億円程度）

児童養護施設に自立支援担当職員１名を配置(平成２７年度から５年
かけて全施設で実施）

２４億円程度

児童養護施設、乳児院及び母子生活支援施設に心理療法担当職員１名
を配置(平成２７年度から５年かけて全施設で実施） １１億円程度

小規模グループケア、地域小規模児童養護施設の増加（４１年度まで
に全施設を小規模化し、本体施設、グループホーム、里親等を１／３
ずつにする）
※増加率を見直し

８４億円程度
（４３億円程度）

・平成26年度予算
（小規模グループケア、地域小規
模児童養護施設等のか所数の増
３３億円）

民間児童養護施設の職員給与等の改善 （保育所と同様の＋５％等）
※職員給与の改善 まずは＋３％→ ＋５％等

８２億円程度
（４３億円程度）

施設に入所等している大学進学者等に特別育成費及び自立生活支援支
度費を支給

０．７億円程度

母子生活支援施設に保育設備を設けている場合に保育士の人員配置の
引上げ

０．３億円程度

項目
25年度

→29年度の量の拡充

（３）社会的養護関係 121億円

４．質の改善（社会的養護関係）

１．量的拡充 （別紙） 「量的拡充」の詳細

：項目のうち全額が「0.7兆円の範囲で実施する事項」に含まれているもの
：項目の一部が「0.7兆円の範囲で実施する事項」に含まれているもの

内容欄の「※」は「0.7兆円の範囲で実施する事項」における内容、
所要額欄の括弧は「0.7兆円の範囲で実施する事項」における所要額
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（参考）里親制度・施設等の概要
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種類 養育里親 養子縁組里親 親族里親専門里親

対象児童

要保護児童 次に挙げる要保護児童のうち、
都道府県知事がその養育に関し
特に支援が必要と認めたもの

①児童虐待等の行為により心身
に有害な影響を受けた児童

②非行等の問題を有する児童

③身体障害、知的障害又は精神
障害がある児童

要保護児童 次の要件に該当する要保護児童

①当該親族里親に扶養義務のある
児童

②児童の両親その他当該児童を現
に監護する者が死亡、行方不明、
拘禁、入院等の状態となったこ
とにより、これらの者により、
養育が期待できないこと

登録里親数 11,853世帯 715世帯 5,619世帯 610世帯

委託里親数 3,774世帯 171世帯 353世帯 565世帯

委託児童数 4,621人 206人 384人 808人

里 親 制 度 の 概 要
○里親制度は、児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童（保護者のない児童又は保

護者に監護させることが不適当であると認められる児童）の養育を委託する制度であり、その推進を図るため、
・平成14年度に親族里親、専門里親を創設
・平成20年の児童福祉法改正で、「養育里親」と「養子縁組を希望する里親」とを制度上区分
・平成21年度から、養育里親と専門里親について、研修を義務化
・平成29年度から、里親の新規開拓から委託児童の自立支援までの一貫した里親支援を都道府県（児童相談所）の業
務として位置付けるとともに、養子縁組里親を法定化し、研修を義務化

里親に支給さ
れる手当等 一般生活費（食費、被服費等。1人当たり月額）乳児 60,390円、 乳児以外 52,370円

その他（幼稚園費、教育費、入進学支度金、就職支度費、大学進学等支度費、医療費、通院費等）

※令和２年度から２人目以降の手当額を増額

里親手当 養育里親 90,000円（2人目以降：90,000円）
（月額） 専門里親 141,000円（2人目： 141,000円）
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小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の概要

１．事業内容
小規模住居型児童養育事業は、養育者の家庭に児童を迎え入れて養育を行う家庭養護の一環として、要保護児童

（保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）に対し、この事業を行う住居
において、児童間の相互作用を活かしつつ、児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに、豊か
な人間性及び社会性を養い、児童の自立を支援する。

２．法律上の根拠
児童福祉法第６条の３第８項

３．実施主体
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

４．運営主体（事業者）
都道府県知事等が適当と認めた者

５．職員配置について
養育者２名（配偶者）＋補助者１名、又は養育者１名＋補助者２名
※ 養育者は、小規模住居型児童養育事業を行う住居に生活の本拠を置く者に限る。

６．ホームへの入居
児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童の養育を委託

７．補助根拠
児童福祉法第５３条

８．補助率
１／２（国１／２、都道府県･指定都市・児童相談所設置市１／２）

９．ホーム数、委託児童数
ホーム数：４２７か所、委託児童数：１，６８８人 ※福祉行政報告例（令和3年3月末現在）
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１．目的

乳児院は、乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、幼児を

含む。）を入院させて、これを養育し、あわせて退院した者について相談その他の援助を行うことを目的とする

施設。（児童福祉法第37条）

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について

寝室（乳幼児1人2.47㎡以上）、観察室（乳児1人1.65㎡以上）、診察室、病室、ほふく室、相談室、調理室、

浴室、便所

４．施設数、定員、入所者数

乳 児 院 の 概 要

施設数 定員 入所者数

145か所 3,853人 2,472人

（出典）福祉行政報告例（令和3年3月末現在）

＜対象児の具体例＞ ・父母が死亡、行方不明となっている乳児
・父母が養育を放棄している乳児
・父母の疾病等により父母による養育が困難な乳児

※ 乳幼児が10人以上いる場合の基準。10人未満の場合は別途規定
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５．職員配置について

６．主な職員の配置状況（加算部分）

247

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

医師又は嘱託医 必置 １人

看護師
保育士
児童指導員

（乳幼児10人以上の場合）
０～１歳児 1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 4.0人につき１人

（乳幼児10人未満の場合）
７人（ただし、看護師は７人のうち１人以上）

（乳幼児10人以上の場合）
０～１歳児 1.3～1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 3.0～4.0人につき１人
※高機能化された生活単位 乳幼児0.8人つき１人

（乳幼児10人未満の場合）
７人（ただし、看護師は７人のうち１人以上）

個別対応職員 必置 １人

心理療法担当職員 必置（ただし心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合に限る）

１～２人

家庭支援専門相談員 必置 １～３人

里親支援専門相談員 － １～２人

栄養士 必置 １人

調理員 必置（ただし調理業務の全部を外部委託する場合、配置
しないことが可能）

乳幼児10人未満の施設の場合１人
乳幼児10人以上30人未満の施設の場合４人（30人定員以
降、定員が10人増加するたびに１人加配）

事務職員 － １人

配置施設数
（施設数：143施設）

配置人数

心理療法担当職員
１００施設
（69.9％）

１２７人

里親支援専門相談員
１１７施設
（81.8％）

１２４人

家庭支援専門相談員
１４１施設
（98.6％）

１７０人

（※）令和元年10月1日現在（厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ）



１．目的

児童養護施設は、保護者のない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境の確保その他の理由により特に

必要のある場合には、乳児を含む。）、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、これを

養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法

第41条）

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について

児童の居室（1室の定員4人以下、1人4.95㎡以上、乳幼児のみは定員6人以下、1人3.3㎡以上、年齢に応じて男女

別とする）、相談室、調理室、浴室、便所（男女別、少数の児童の場合を除く）、医務室及び静養室（児童30人以

上の場合）、職業指導に必要な設備（年齢、適性等に応じて設置）

４．施設数、定員、入所者数

児 童 養 護 施 設 の 概 要

（出典）福祉行政報告例（令和3年3月末現在）

＜対象児の具体例＞ ・父母が死亡、行方不明となっている児童
・父母等から虐待を受けている児童
・父母が養育を放棄している児童

施設数 定員 入所者数

612か所 30,782人 23,631人
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５．職員配置について

６．主な職員の配置状況（加算部分）
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主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

児童指導員
保育士

（本体施設）
０～１歳児 1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 4.0人につき１人
児童（小学生以上） 5.5人につき１人

（地域小規模児童養護施設等）
－

（本体施設）
０～１歳児 1.3～1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 3.0～4.0人につき１人
児童（小学生以上） 4.0～5.5人につき１人
※高機能化された生活単位 児童１人につき１人

（地域小規模児童養護施設等）
４～６人

個別対応職員 必置 １人

心理療法担当職員 必置（ただし心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合に限る）

１～２人

家庭支援専門相談員 必置 １～３人

里親支援専門相談員 － １～２人

自立支援担当職員 － １人

職業指導員 必置（ただし実習設備を設けて職業指導を行う場合に限
る）

１人

栄養士 必置（ただし40人以下の施設の場合、配置しないことが
可能）

１人

調理員 必置（ただし調理業務の全部を外部委託する場合、配置
しないことが可能）

児童90人未満の施設の場合４人（90人定員以降、定員が
30人増加するたびに１人加配）

看護師 ０～１歳児1.6人につき１人（ただし１人を下ることはで
きない）

同左

配置施設数（施設数：602施設） 配置人数

心理療法担当職員 ５３８施設（89.4％） ７６９人

里親支援専門相談員 ３８１施設（63.3％） ３８３人

職業指導員 ９２施設（15.3％） ９２人

（※）令和元年10月1日現在（厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ）



１．目的

児童心理治療施設は、家庭環境、学校における交友関係その他の環境上の理由により社会生活への適応が困難と
なった児童を、短期間入所させ、又は保護者の下から通わせて、社会生活に適応するために必要な心理に関する
治療及び生活指導を主として行い、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設。
（児童福祉法第43条の２） ※平成28年の児童福祉法改正により「情緒障害児短期治療施設」から名称変更

＜対象児の具体例＞ ・場面緘黙、チック、不登校、集団不適応、多動性障害や広汎性発達障害など

＜保護者を含めたケア＞ ・虐待を受けた児童、保護者及び家族全体を対象とした心理療法である家族療法を実施

２．実施主体について
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について
児童の居室（1室の定員4人以下、1人4.95㎡以上、男女別とする）、医務室、静養室、遊戯室、観察室、

心理検査室、相談室、工作室、調理室、浴室、便所 （男女別、少数の児童の場合を除く。）

４．職員配置について

５．施設数、定員、入所者数

児 童 心 理 治 療 施 設 の 概 要

施設数 定員 入所者数

53か所 2,018人 1,321人

※ 家族療法事業とは、親子相談室、心理治療室、宿泊治療室等の設備を設け、児童とその家族に対し、面接治療、
宿泊治療、親子レクリエーション、家族訪問治療等を行うもの。

250
（出典）福祉行政報告例（令和3年3月末現在）

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

医師 必置 １人

心理療法担当職員 必置（児童10人につき１人） 児童７～10人につき１人

看護師 必置 １人

児童指導員、保育士 必置（児童4.5人につき１人） 児童３～4.5人につき１人

家庭支援専門相談員 必置 １～２人



１．目的

児童自立支援施設は、不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生
活指導等を要する児童を入所させ、又は保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、
その自立を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法第44条）

＜対象児の具体例＞
・窃盗を行った児童、浮浪・家出等の問題のある児童、性非行を行った児童

２．実施主体について
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について
・学科指導に関する設備は、学校教育法を準用
・児童養護施設の設備の規定を準用（乳幼児の居室に関する規定は除く。男女の居室は別。）

４．職員配置について

５．施設数、定員、入所者数

児 童 自 立 支 援 施 設 の 概 要

（※）家庭福祉課調べ（令和２年10月１日現在）

施設数 定員 入所者数

58か所 3,445人 1,145人 251

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

児童自立支援専門員
児童生活支援員

必置（児童4.5人につき１人） 児童３～4.5人につき１人

個別対応職員 必置 １人

家庭支援専門相談員 必置 １～２人

心理療法担当職員
必置（ただし、心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合又は定員10人につき心理療法担当職員を１人配置
する場合に限る）

１～２人又は児童10人につき１人

職業指導員 必置（ただし実習設備を設けて職業指導を行う場合に限る） １人

自立支援担当職員 － １人



１．目的
母子生活支援施設は、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させ
て、これらの者を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者に
ついて相談その他の援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法第38条）

＜対象者の具体例＞
・経済的に困窮している女子、配偶者からの暴力を受けている女子

２．実施主体について
都道府県、指定都市、中核市、市及び福祉事務所設置町村

３．設備について
母子室（調理設備、浴室、便所、1世帯1室以上、30㎡以上）、集会、学習等を行う室、相談室、保育所に準ずる

設備（付近の保育所等が利用できない場合）、静養室（乳幼児30人未満）、医務室及び静養室（乳幼児30人以上）

４．職員配置について

５．施設数、定員、入所者数

母 子 生 活 支 援 施 設 の 概 要

施設数 定員 入所世帯 入所児童数

217か所 4,533世帯 3,266世帯 5,440人
252

（出典）福祉行政報告例（令和3年3月末現在）

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

母子支援員 必置

10世帯未満 １人
10～19世帯 ２人
20世帯以上 ３人
※40世帯以上の場合 １人加算（非常勤）

保育士
必置（ただし、保育所に準ずる設備が
ある場合に限る）

１乳幼児30人につき１人（ただし１人を下ることはできない）
※保育機能強化加算 １人加算

少年指導員兼事務員 必置

10世帯以上 １～２人
20世帯以上 ２～３人
30世帯以上 ２～４人
※40世帯以上の場合 １人加算（非常勤）

心理療法担当職員
必置（ただし、心理療法を行う必要が
ある母子が10人以上いる場合に限る） １～２人

個別対応職員
必置（ただし、DV等により個別支援を
必要とする母子がいる場合に限る） １人



１．目的

次に掲げる者に対しこれらの者が共同生活を営むべき住居における相談その他の日常生活上の援助及び生活指導
並びに就業の支援（以下「児童自立生活援助」という。）を行い、あわせて児童自立生活援助の実施を解除された
者に対し相談その他の援助を行う事業。（児童福祉法第6条の3第1項）

・ 義務教育を終了した児童又は児童以外の満20歳に満たない者であつて、措置解除者等（第27条第１項第三号に規定する措置（政令
で定めるものに限る。）を解除された者その他政令で定める者をいう。次号において同じ。）であるもの

・ 学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒、同法第83条に規定する大学の学生その他の厚生労働省令で定める者であつて、満20
歳に達した日から満22歳に達する日の属する年度の末日までの間にあるもの（満20歳に達する日の前日において児童自立生活援助が
行われていた満20歳未満義務教育終了児童等であつたものに限る。）のうち、措置解除者等であるもの

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について
入居者の居室（一室の定員はおおむね２人以下、一人につき4.95㎡以上、男女別）、入居者が日常生活を営む上

で必要な設備、食堂等入居者が相互に交流を図ることができる設備

４．職員配置について

指導員、管理者（指導員を兼ねることができる）、自立支援担当職員（加算職員）

５．施設数、定員、入所者数

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の概要

入居定員 ６人まで ７～９人 10～12人 13～15人 16～18人 19人以上

指導員数（補助員を含む） ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上 ８以上

必置指導員数 ２以上 ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上

【指導員の配置（単位：人）】

施設数 定員 入所者数

217か所 1,409人 718人

（※）家庭福祉課調べ（施設数・定員：令和２年10月１日現在、入所者数：令和３年３月31日現在）



１．目的

児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相談のう
ち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的助言
その他必要な援助を行うほか、児童相談所からの委託を受けて保護者等への指導を行い、あわせて児童相談所、児童
福祉施設等との連絡調整等を総合的に行うことを目的とする施設（児童福祉法第44条の２第１項）

※平成９年の児童福祉法改正で制度化（平成10年４月１日施行）

２．設置・運営主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市、社会福祉法人等

３．事業内容
・ 虐待や非行等、子どもの福祉に関する問題につき、子ども、ひとり親家庭その他からの相談に応じ、必要な助言

を行う。
・ 児童相談所からの委託を受けて、施設入所までは要しないが要保護性があり、継続的な指導が必要な子ども及び

その家庭についての指導を行う。
・ 子どもや家庭に対する支援を迅速かつ的確に行うため、児童相談所、児童福祉施設、学校等関係機関との連絡調

整を行う。

４．職員配置について
児童家庭支援センターの運営管理責任者を定めるとともに、次の職種の職員を配置するものとする。

・相談・支援を担当する職員（２名）

・心理療法等を担当する職員（１名）

５．施設数

児童家庭支援センターの概要

※家庭福祉課調べ（各年10月１日現在）

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２

か所数 １０４ １０９ １１９ １２２ １２７ １３９ １５０＊

＊設置主体（令和２年10月１日現在） 社会福祉法人：１４０か所 ＮＰＯ法人等：１０か所 254



（参考）統計表等
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区分
里親 児童養護施設

児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

乳児院
母子生活
支援施設

ファミリー
ホーム

自立援助
ホーム

児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合

0歳 164 3.0% - - - - - - 662 21.9% 162 3.1% 11 0.7% - -

1歳 201 3.7% 9 0.0% - - - - 1,020 33.7% 331 6.2% 15 1.0% - -

2歳 218 4.1% 190 0.7% - - - - 868 28.7% 407 7.7% 27 1.8% - -

3歳 273 5.1% 711 2.6% - - - - 320 10.6% 420 7.9% 36 2.4% - -

4歳 279 5.2% 1,041 3.9% 1 0.1% - - 89 2.9% 443 8.3% 45 3.0% - -

5歳 287 5.3% 1,281 4.7% 1 0.1% - - 31 1.0% 429 8.1% 59 3.9% - -

6歳 236 4.4% 1,349 5.0% 3 0.2% - - 8 0.3% 398 7.5% 68 4.5% - -

7歳 249 4.6% 1,340 5.0% 27 2.0% - - - - 375 7.1% 97 6.4% - -

8歳 251 4.7% 1,427 5.3% 49 3.6% - - - - 353 6.7% 76 5.0% - -

9歳 234 4.3% 1,668 6.2% 79 5.8% 8 0.6% - - 333 6.3% 68 4.5% - -

10歳 265 4.9% 1,755 6.5% 110 8.0% 18 1.2% - - 297 5.6% 90 5.9% 1 0.2%

11歳 244 4.5% 1,892 7.0% 136 9.9% 48 3.3% - - 251 4.7% 71 4.7% - -

12歳 248 4.6% 1,909 7.1% 178 13.0% 126 8.7% - - 225 4.2% 102 6.7% - -

13歳 289 5.4% 1,958 7.2% 165 12.1% 205 14.2% - - 200 3.8% 102 6.7% - -

14歳 324 6.0% 2,225 8.2% 208 15.2% 405 28.0% - - 198 3.7% 101 6.7% - -

15歳 336 6.2% 2,236 8.3% 191 14.0% 479 33.1% - - 176 3.3% 129 8.5% 7 1.1%

16歳 382 7.1% 2,091 7.7% 74 5.4% 73 5.0% - - 129 2.4% 128 8.5% 89 14.4%

17歳 406 7.5% 1,999 7.4% 68 5.0% 22 1.5% - - 117 2.2% 136 9.0% 124 20.1%

18歳 362 6.7% 1,699 6.3% 47 3.4% 12 0.8% - - 52 1.0% 106 7.0% 169 27.4%

19歳 114 2.1% 215 0.8% 5 0.4% 2 0.1% - - 1 0.0% 38 2.5% 158 25.6%

総数※ 5,382 100.0% 27,026 100.0% 1,367 100.0% 1,448 100.0% 3,023 100.0% 5,308 100.0% 1,513 100.0% 616 100.0%

平均年齢 10.2歳 11.5歳 12.9歳 14.0歳 1.4歳 7.3歳 11.6歳 17.7歳

（１）在籍児童の年齢（平成３０年２月１日現在） （単位：人、％）

※総数には年齢不詳も含む。
※児童養護施設入所児童等調査結果（平成３０年２月１日現在） 256



（２）在籍児童の措置時の年齢（平成３０年２月１日現在在籍児童） （単位：人、％）

※総数には年齢不詳も含む。
※児童養護施設入所児童等調査結果（平成３０年２月１日現在） 257

区分
里親 児童養護施設

児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

乳児院
ファミリー

ホーム
自立援助
ホーム

児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合

0歳 593 11.0% 50 0.2% - - - - 2,176 72.0% 65 4.3% - -

1歳 557 10.3% 633 2.3% - - - - 508 16.8% 48 3.2% - -

2歳 780 14.5% 5,260 19.5% - - - - 144 4.8% 117 7.7% - -

3歳 523 9.7% 3,524 13.0% 2 0.1% - - 17 0.6% 111 7.3% - -

4歳 325 6.0% 2,253 8.3% 1 0.1% - - 4 0.1% 104 6.9% - -

5歳 273 5.1% 1,847 6.8% 8 0.6% - - 2 0.1% 68 4.5% - -

6歳 279 5.2% 1,948 7.2% 57 4.2% - - - - 100 6.6% - -

7歳 205 3.8% 1,576 5.8% 101 7.4% 1 0.1% - - 81 5.4% - -

8歳 169 3.1% 1,507 5.6% 136 9.9% 10 0.7% - - 95 6.3% - -

9歳 153 2.8% 1,325 4.9% 151 11.0% 16 1.1% - - 81 5.4% - -

10歳 173 3.2% 1,290 4.8% 166 12.1% 68 4.7% - - 71 4.7% 1 0.2%

11歳 155 2.9% 1,175 4.3% 166 12.1% 125 8.6% - - 87 5.8% - -

12歳 216 4.0% 1,133 4.2% 201 14.7% 217 15.0% - - 89 5.9% - -

13歳 171 3.2% 1,029 3.8% 173 12.7% 455 31.4% - - 88 5.8% - -

14歳 174 3.2% 908 3.4% 112 8.2% 371 25.6% - - 85 5.6% - -

15歳 209 3.9% 782 2.9% 47 3.4% 99 6.8% - - 90 5.9% 7 1.1%

16歳 170 3.2% 272 1.0% 16 1.2% 26 1.8% - - 64 4.2% 89 14.4%

17歳 100 1.9% 121 0.4% 3 0.2% 10 0.7% - - 33 2.2% 124 20.1%

18歳 13 0.2% 18 0.1% 2 0.1% - - - - 5 0.3% 169 27.4%

19歳 - - 1 0.0% - - - - - - - - 158 25.6%

総数※ 5,382 100.0% 27,026 100.0% 1,367 100.0% 1,448 100.0% 3,023 100.0% 1,513 100.0% 616 100.0%

平均年齢 5.9歳 6.4歳 10.7歳 12.9歳 0.3歳 8.2歳 17.7歳



（３）措置理由別児童数（令和元年度中新規措置児童） （単位：人、％）

区分
里親 乳児院 児童養護施設

児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合

父母の死亡 116 6.2% 9 0.5% 84 1.8%

父母の行方不明 48 2.6% 16 0.8% 28 0.6%

父母の離婚 12 0.6% 17 0.9% 59 1.3%

父母の不和 16 0.9% 27 1.4% 56 1.2%

父母の拘禁 54 2.9% 62 3.2% 142 3.0%

父母の入院 74 3.9% 79 4.1% 171 3.7%

父母の就労 28 1.5% 40 2.1% 86 1.8%

父母の精神障害 199 10.6% 410 21.1% 402 8.6%

父母の放任怠惰 153 8.2% 229 11.8% 564 12.1%

父母の虐待 400 21.3% 411 21.2% 2,074 44.3%

棄児 19 1.0% 11 0.6% 6 0.1%

父母の養育拒否 332 17.7% 155 8.0% 202 4.3%

破産等の経済的理由 109 5.8% 154 7.9% 107 2.3%

児童の問題による監護困難 76 4.1% － － 247 5.3%

その他 238 12.7% 322 16.6% 452 9.7%

計 1,874 100.0% 1,942 100.0% 4,680 100.0%

※家庭福祉課調べ
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（４）母子生活支援施設の入所理由別入所世帯数等（令和元年度入所世帯）

区 分 管内入所
広域入所

合 計
県内 県外

夫等の暴力
世帯数 220 265 289 774

児童 361 500 575 1,436

入所前の家庭環境の不
適切

世帯数 88 17 9 114

児童 125 22 23 170

母親の心身の不安定
世帯数 35 4 1 40

児童 54 4 1 59

職業上の理由
世帯数 0 0 0 0

児童 0 0 0 0

住宅事情
世帯数 178 29 6 213

児童 255 43 7 305

経済的理由
世帯数 122 17 6 145

児童 179 22 13 214

その他
世帯数 33 11 5 49

児童 53 13 11 77

合 計
世帯数 676 343 316 1,335

児童 1,027 604 630 2,261

※家庭福祉課調べ
※単位：世帯数は世帯、入所人員は人
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（５）在所期間別在籍児童数（令和２年３月１日現在在籍児童） （単位：人、％）

区分
里親 乳児院 児童養護施設 児童心理治療施設 児童自立支援施設

児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合

１年未満 1,485 25.3% 1,494 50.0% 4,173 15.9% 455 28.5% 776 53.5%

１年以上 ２年未満 867 14.8% 879 29.4% 3,577 13.6% 434 27.2% 480 33.1%

２年以上 ３年未満 661 11.2% 437 14.6% 2,938 11.2% 281 17.6% 148 10.2%

３年以上 ４年未満 476 8.1% 121 4.0% 2,518 9.6% 212 13.3% 31 2.1%

４年以上 ５年未満 387 6.6% 42 1.4% 2,156 8.2% 89 5.6% 11 0.8%

５年以上 ６年未満 317 5.4% 12 0.4% 1,864 7.1% 59 3.7% 3 0.2%

６年以上 ７年未満 255 4.3% 4 0.1% 1,531 5.8% 31 1.9% 1 0.1%

７年以上 ８年未満 241 4.1% - - 1,276 4.9% 17 1.1% 0 0.0%

８年以上 ９年未満 255 4.3% - - 1,150 4.4% 9 0.6% 0 0.0%

９年以上１０年未満 227 3.9% - - 1,093 4.2% 7 0.4% 0 0.0%

１０年以上１１年未満 157 2.7% - - 890 3.4% 2 0.1% - -

１１年以上１２年未満 132 2.2% - - 801 3.1% 1 0.1% - -

１２年以上１３年未満 120 2.0% - - 764 2.9% - - - -

１３年以上１４年未満 72 1.2% - - 543 2.1% - - - -

１４年以上１５年未満 80 1.4% - - 413 1.6% - - - -

１５年以上１６年未満 64 1.1% - - 302 1.2% - - - -

１６年以上１７年未満 49 0.8% - - 168 0.6% - - - -

１７年以上１８年未満 20 0.3% - - 52 0.2% - - - -

１８年以上 12 0.2% - - 18 0.1% - - - -

総 数 5,877 100.0% 2,989 100.0% 26,227 100.0% 1,597 100.0% 1,450 100.0%

※家庭福祉課調べ
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（６）在所期間別退所児童数（令和元年度中に退所した児童） （単位：人、％）

区分
里親 乳児院 児童養護施設 児童心理治療施設 児童自立支援施設

児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合 児童数 割合

１か月未満 44 2.7% 92 4.9% 62 1.2% 2 0.4% 14 1.6%

１か月以上２か月未満 60 3.7% 96 5.1% 96 1.9% 8 1.6% 8 0.9%

２か月以上６か月未満 197 12.2% 282 15.0% 293 5.7% 16 3.1% 57 6.7%

６か月以上１年未満 368 22.8% 353 18.8% 432 8.4% 61 12.0% 180 21.2%

１年以上 ２年未満 335 20.8% 459 24.5% 669 13.0% 138 27.1% 427 50.2%

２年以上 ３年未満 143 8.9% 396 21.1% 553 10.7% 100 19.6% 135 15.9%

３年以上 ４年未満 95 5.9% 149 7.9% 486 9.4% 91 17.9% 22 2.6%

４年以上 ５年未満 77 4.8% 27 1.4% 422 8.2% 41 8.1% 7 0.8%

５年以上 ６年未満 37 2.3% 19 1.0% 297 5.8% 23 4.5% 0 0.0%

６年以上 ７年未満 47 2.9% 4 0.2% 260 5.0% 14 2.8% 0 0.0%

７年以上 ８年未満 27 1.7% - - 206 4.0% 4 0.8% 0 0.0%

８年以上 ９年未満 20 1.2% - - 177 3.4% 7 1.4% 0 0.0%

９年以上１０年未満 18 1.1% - - 178 3.5% 2 0.4% 0 0.0%

１０年以上１１年未満 16 1.0% - - 148 2.9% 1 0.2% - -

１１年以上１２年未満 17 1.1% - - 137 2.7% 1 0.2% - -

１２年以上１３年未満 15 0.9% - - 147 2.9% - - - -

１３年以上１４年未満 9 0.6% - - 124 2.4% - - - -

１４年以上１５年未満 16 1.0% - - 116 2.3% - - - -

１５年以上１６年未満 19 1.2% - - 154 3.0% - - - -

１６年以上１７年未満 23 1.4% - - 147 2.9% - - - -

１７年以上１８年未満 21 1.3% - - 34 0.7% - - - -

１８年以上 9 0.6% - - 16 0.3% - - - -

総 数 1,613 100.0% 1,877 100.0% 5,154 100.0% 509 100.0% 850 100.0%

※家庭福祉課調べ
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（７）母子生活支援施設における年齢別在籍人員（令和２年３月１日現在） （単位：人）

母等の
年齢

20歳
未満

20歳
以上
25歳
未満

25歳
以上
30歳
未満

30歳
以上
35歳
未満

35歳
以上
40歳
未満

40歳
以上
45歳
未満

45歳
以上
50歳
未満

50歳
以上
55歳
未満

55歳
以上
60歳
未満

60歳
以上
65歳
未満

65歳
以上
70歳
未満

70歳
以上

合計

人数 40 244 429 539 673 549 360 121 23 2 3 1 2,984

（８）母子生活支援施設における在所期間別世帯数（令和元年度） （単位：世帯）

在所期間 ６月未満
６月以上
1年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上
４年未満

４年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上 合計

世帯数 211 193 373 250 104 72 116 27 1,346

区分
親・親
戚との
同居

成人し
た子と
の同居

復縁又
は再婚

配偶者
以外と
の結婚

単独の母子世帯 その他
の社会
福祉施
設

不明・
その他

合計公営
住宅

民間ア
パート

社宅 本人宅

世帯数 95 2 75 66 943 283 645 6 9 40 125 1,346

（９）母子生活支援施設退所世帯の退所後居住形態（令和元年度） （単位：世帯）

※家庭福祉課調べ
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（１０）児童養護施設の入退所の状況（令和元年度中） （単位：人）

（１１）乳児院の入退所の状況（令和元年度中） （単位：人）

令和元年度退所児童数

解除 変更

家庭環
境改善

児童の
状況改
善

就職
進学(大
学等)

普通養
子縁組

特別養
子縁組

無断
外出

死亡 その他 計
他の児
童福祉
施設等

2,181 88 1,231 480 14 9 32 5 298 4,338 816

令和元年度新規入所児童数
（新規又は措置変更）

他の児童
福祉施設

家庭から その他 計

1,189 3,448 43 4,680

変更前の内訳

乳児院
他の
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

母子生
活支援
施設

里親
ファミ
リー
ホーム

その他

558 209 104 130 19 119 38 12

変更後の内訳

他の
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

里親
ファミ
リー
ホーム

母子生
活支援
施設

自立援
助ホー

ム

障害児
入所施

設

その
他

220 65 136 147 32 3 98 97 18

令和元年度新規入所児童数
（新規又は措置変更）

他の児童
福祉施設

家庭から その他 計

520 1,269 153 1,942

変更前の内訳

他の
乳児院

母子生活
支援施設

里親
ファミ
リー
ホーム

医療機関 その他

135 13 35 0 318 19

令和元年度退所児童数

解除 変更

家庭環境
改善

児童の状
況改善

普通養子
縁組

特別養子
縁組

死亡 その他 計
他の児童
福祉施設

等

734 2 21 78 2 48 885 992

変更後の内訳

他の
乳児院

児童養護
施設

児童心
理治療
施設

里親
ファミ
リー

ホーム

母子生活
支援施設

障害児入
所施設

その他

71 531 1 314 25 2 43 5
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令和元年度退所児童数

解除 変更

家庭環境
改善

児童の状
況改善

就職
進学(大
学等)

普通養子
縁組

特別養子
縁組

無断
外出

死亡 その他 計
他の児童
福祉施設

等

83 145 28 17 2 0 1 0 48 324 185

（１２）児童心理治療施設の入退所の状況（令和元年度中） （単位：人）

令和元年度新規入所児童数
（新規又は措置変更）

他の児童
福祉施設

家庭から その他 計

209 622 29 860

変更前の内訳

乳児院
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

他の
児童自
立支援
施設

母子生
活支援
施設

里親
ファミ
リー

ホーム
その他

0 142 15 16 1 13 10 12

令和元年度退所児童数

解除 変更

家庭環
境改善

児童の
状況改
善

就職
進学(大
学等)

普通養
子縁組

特別養
子縁組

無断
外出

死亡 その他 計
他の児
童福祉
施設等

39 404 28 27 0 0 14 1 93 606 244

変更後の内訳

児童養
護施設

児童心
理治療
施設

他の
児童自
立支援
施設

里親
ファミ
リー

ホーム

母子生
活支援
施設

自立援助
ホーム

障害児入
所施設

その他

150 7 11 11 17 0 28 17 3

（１３）児童自立支援施設の入退所の状況（令和元年度中） （単位：人）

令和元年度新規入所児童数
（新規又は措置変更）

他の児童
福祉施設

家庭から その他 計

134 358 27 519

変更前の内訳

乳児院
児童養
護施設

他の
児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

母子生
活支援
施設

里親
ファミ
リー
ホーム

その他

0 82 10 13 3 11 10 5

変更後の内訳

児童養
護施設

他の
児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

里親
ファミ
リー
ホーム

母子生
活支援
施設

自立援
助ホー
ム

障害児
入所施

設

その
他

121 12 16 5 7 0 4 15 5
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令和元年度退居児童数

退居
児童福祉
施設等へ
の入所

家庭環境
改善

児童の状
況改善

就職
進学(大
学等)

普通養子
縁組

特別養子
縁組

無断
外出

死亡 その他 計

48 41 139 15 0 0 29 0 122 394 35

（１４）自立援助ホームの入退居の状況（令和元年度中） （単位：人）

令和元年度新規入居児童数

児童福祉
施設等か

ら
家庭から その他 計

223 293 48 564

変更前の内訳

乳児院
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

母子生
活支援
施設

里親
ファミ
リー
ホーム

その他

- 125 3 30 1 17 8 39

変更後の内訳

児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

里親
ファミ
リー
ホーム

母子生
活支援
施設

他の自
立援助
ホーム

障害児
入所施

設
その他

0 0 1 1 1 0 25 2 5

（１５）里親の委託・委託解除の状況（令和元年度中） （単位：人）

令和元年度新規委託児童数
（新規又は措置変更）

他の児童
福祉施設

家庭
から

その他 計

809 952 113 1,874

変更前の内訳

乳児院
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

母子生
活支援
施設

他の
里親

ファミ
リー

ホーム
その他

419 176 6 14 7 151 28 8

令和元年度委託解除児童数

解除 変更

家庭環
境改善

児童の
状況改
善

就職
進学(大
学等)

普通養
子縁組

特別養
子縁組

無断
外出

死亡 その他 計
他の児
童福祉
施設等

282 3 194 94 23 371 11 1 186 1,165 448

変更後の内訳

乳児院
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

他の
里親

ファミ
リー

ホーム

母子生
活支援
施設

自立援助
ホーム

障害児入
所施設

その
他

15 141 8 12 142 94 0 13 10 13
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（１６）ファミリーホーム委託・委託解除の状況（令和元年度中） （単位：人）

令和元年度新規委託児童数
（新規又は措置変更）

他の児童
福祉施設

家庭
から

その他 計

200 277 23 500

変更前の内訳

乳児院
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

母子生
活支援
施設

里親

他の
ファミ
リー

ホーム

その他

25 49 9 13 0 86 16 2

令和元年度委託解除児童数

解除 変更

家庭環
境改善

児童の
状況改

善
就職

進学(大
学等)

普通養
子縁組

特別養
子縁組

無断
外出

死亡 その他 計
他の児
童福祉
施設等

106 9 64 21 1 1 8 0 42 252 120

変更後の内訳

乳児院
児童養
護施設

児童心
理治療
施設

児童自
立支援
施設

里親

他の
ファミ
リー

ホーム

母子生
活支援
施設

自立援助
ホーム

障害児入
所施設

その
他

0 43 10 7 23 13 0 8 8 8

※家庭福祉課調べ

（１７）新生児等の措置先（令和元年度中） （単位：人）

措置時の年齢
措置先

乳児院 里親 合計

０歳児（１か月未満） 458 158 616

０歳児（１か月以上） 877 284 1,161

１歳以上２歳未満 421 167 588

合計 1,756 609 2,365

割合 74.2% 25.8% 100.0%
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乳児院への措置 里親への措置

０歳児
（１か月
未満）

０歳児
（１か月
以上）

１歳以上
２歳未満

０歳児
（１か月
未満）

０歳児
（１か月
以上）

１歳以上
２歳未満

北 海 道 5 4 3 13 16 7

青 森 県 3 6 1 0 0 1

岩 手 県 1 8 8 2 2 1

宮 城 県 1 5 2 0 0 1

秋 田 県 3 3 0 1 1 1

山 形 県 3 13 8 0 4 0

福 島 県 3 5 1 6 7 3

茨 城 県 9 15 4 1 2 3

栃 木 県 7 33 6 0 8 2

群 馬 県 8 16 8 6 9 4

埼 玉 県 31 52 19 1 10 11

千 葉 県 11 10 11 5 11 7

東 京 都 117 114 74 7 24 18

神 奈 川 県 13 20 16 0 4 4

新 潟 県 4 4 2 0 4 2

富 山 県 10 6 2 0 0 0

石 川 県 1 7 1 0 1 0

福 井 県 6 11 1 0 1 0

山 梨 県 0 4 1 0 8 5

長 野 県 14 16 7 5 9 2

岐 阜 県 3 10 5 7 5 6

静 岡 県 4 9 5 6 6 2

愛 知 県 9 18 13 15 4 4

三 重 県 6 17 7 4 4 1

滋 賀 県 0 12 0 0 5 2

京 都 府 6 7 1 2 0 1

大 阪 府 18 38 20 7 12 6

兵 庫 県 14 15 10 0 5 5

奈 良 県 5 8 4 1 2 0

和 歌 山 県 0 6 3 2 0 0

鳥 取 県 3 3 4 0 1 0

島 根 県 4 6 4 1 2 4

岡 山 県 2 4 3 0 3 1

広 島 県 3 7 6 1 2 2

山 口 県 3 8 2 1 0 0

徳 島 県 7 0 4 2 2 1

乳児院への措置 里親への措置

０歳児
（１か月
未満）

０歳児
（１か月
以上）

１歳以上
２歳未満

０歳児
（１か月
未満）

０歳児
（１か月
以上）

１歳以上
２歳未満

香 川 県 0 12 0 1 4 0

愛 媛 県 1 6 2 2 3 1

高 知 県 4 9 3 0 1 0

福 岡 県 4 28 11 10 2 4

佐 賀 県 0 8 2 2 2 1

長 崎 県 1 8 5 6 0 2

熊 本 県 2 5 0 0 0 0

大 分 県 17 0 0 2 6 7

宮 崎 県 4 12 3 0 0 0

鹿 児 島 県 8 12 2 5 2 4

沖 縄 県 0 12 1 0 9 6

札 幌 市 4 14 9 4 6 0

仙 台 市 5 6 8 1 0 2

さいたま市 1 9 4 0 2 1

千 葉 市 0 7 2 1 0 2

横 浜 市 2 30 11 2 6 2

川 崎 市 5 23 8 0 7 1

相 模 原 市 3 6 4 0 3 0

新 潟 市 1 0 1 0 6 2

静 岡 市 1 2 1 3 5 1

浜 松 市 0 2 0 1 3 6

名 古 屋 市 3 28 8 7 6 1

京 都 市 4 7 5 0 5 3

大 阪 市 30 48 31 5 7 6

堺 市 2 4 4 1 3 1

神 戸 市 4 16 5 0 5 1

岡 山 市 4 6 5 0 3 0

広 島 市 1 6 8 1 1 0

北 九 州 市 2 11 3 3 2 1

福 岡 市 2 10 5 5 4 3

熊 本 市 4 8 2 0 4 1

横 須 賀 市 0 1 1 0 0 0

金 沢 市 2 0 1 0 0 0

明 石 市 0 1 0 0 3 1

合 計 458 877 421 158 284 167

（１８）新生児等の新規措置の措置先（都道府県市別）（令和元年度） （単位：人）
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乳児院から
の措置解除
児童数

乳児院からの措置変更児童数

里親（FH含）へ 児童養護施設へ その他
へ児童数 割合 児童数 割合

香 川 県 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0

愛 媛 県 13 13 5 38.5% 8 61.5% 0

高 知 県 7 7 3 42.9% 4 57.1% 0

福 岡 県 25 25 5 20.0% 17 68.0% 3

佐 賀 県 11 11 8 72.7% 2 18.2% 1

長 崎 県 8 8 3 37.5% 5 62.5% 0

熊 本 県 2 2 1 0.0% 1 0.0% 0

大 分 県 9 9 7 77.8% 2 22.2% 0

宮 崎 県 11 11 1 9.1% 9 81.8% 1

鹿 児 島 県 18 18 6 33.3% 9 50.0% 3

沖 縄 県 5 5 0 0.0% 5 100.0% 0

札 幌 市 11 11 1 9.1% 9 81.8% 1

仙 台 市 16 16 7 43.8% 9 56.3% 0

さいたま市 8 8 4 50.0% 4 50.0% 0

千 葉 市 4 4 3 75.0% 1 25.0% 0

横 浜 市 21 21 2 9.5% 15 71.4% 4

川 崎 市 15 15 10 66.7% 4 26.7% 1

相 模 原 市 9 9 4 44.4% 4 44.4% 1

新 潟 市 3 3 1 0.0% 0 0.0% 2

静 岡 市 4 4 2 50.0% 1 25.0% 1

浜 松 市 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0

名 古 屋 市 16 16 2 12.5% 13 81.3% 1

京 都 市 16 16 5 31.3% 10 62.5% 1

大 阪 市 76 76 20 26.3% 27 35.5% 29

堺 市 11 11 4 36.4% 5 45.5% 2

神 戸 市 6 6 3 50.0% 3 50.0% 0

岡 山 市 8 8 5 62.5% 2 25.0% 1

広 島 市 13 13 2 15.4% 10 76.9% 1

北 九 州 市 13 13 6 46.2% 6 46.2% 1

福 岡 市 6 6 4 66.7% 2 33.3% 0

熊 本 市 14 14 5 35.7% 9 64.3% 0

横 須 賀 市 6 6 0 0.0% 4 66.7% 2

金 沢 市 1 1 0 0.0% 1 100.0% 0

明 石 市 3 3 1 33.3% 2 66.7% 0
合 計 992 992 339 34.2% 531 53.5% 122

乳児院から
の措置解除
児童数

乳児院からの措置変更児童数

里親（FH含）へ 児童養護施設へ その他
へ児童数 割合 児童数 割合

北 海 道 5 5 2 40.0% 2 40.0% 1

青 森 県 9 9 5 55.6% 2 22.2% 2

岩 手 県 5 5 4 80.0% 1 20.0% 0

宮 城 県 2 2 2 100.0% 0 0.0% 0

秋 田 県 6 6 6 100.0% 0 0.0% 0

山 形 県 14 14 4 28.6% 3 21.4% 7

福 島 県 8 8 7 87.5% 0 0.0% 1

茨 城 県 12 12 1 8.3% 10 83.3% 1

栃 木 県 24 24 6 25.0% 18 75.0% 0

群 馬 県 16 16 5 31.3% 11 68.8% 0

埼 玉 県 57 57 19 33.3% 36 63.2% 2

千 葉 県 22 22 8 36.4% 13 59.1% 1

東 京 都 139 139 42 30.2% 80 57.6% 17

神 奈 川 県 26 26 10 38.5% 12 46.2% 4

新 潟 県 6 6 5 83.3% 1 16.7% 0

富 山 県 2 2 1 50.0% 1 50.0% 0

石 川 県 3 3 1 33.3% 2 66.7% 0

福 井 県 7 7 1 14.3% 4 57.1% 2

山 梨 県 7 7 5 71.4% 2 28.6% 0

長 野 県 9 9 0 0.0% 5 55.6% 4

岐 阜 県 14 14 6 42.9% 7 50.0% 1

静 岡 県 13 13 5 38.5% 6 46.2% 2

愛 知 県 27 27 6 22.2% 16 59.3% 5

三 重 県 11 11 4 36.4% 4 36.4% 3

滋 賀 県 8 8 5 62.5% 3 37.5% 0

京 都 府 8 8 3 37.5% 5 62.5% 0

大 阪 府 49 49 15 30.6% 29 59.2% 5

兵 庫 県 17 17 6 35.3% 10 58.8% 1

奈 良 県 9 9 0 0.0% 9 100.0% 0

和 歌 山 県 15 15 4 26.7% 10 66.7% 1

鳥 取 県 10 10 2 20.0% 6 60.0% 2

島 根 県 9 9 6 66.7% 2 22.2% 1

岡 山 県 6 6 4 66.7% 1 0.0% 1

広 島 県 13 13 4 30.8% 8 61.5% 1

山 口 県 7 7 1 14.3% 5 71.4% 1

徳 島 県 6 6 2 33.3% 4 66.7% 0

（１９）乳児院退所後の措置変更先（都道府県市別）（令和元年度） （単位：人、％）
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（２０）措置児童の保護者の状況 （単位：人）

区分 乳児院 児童養護施設 里親

父母有り（養父母含む） 1,639 (54.2%) 9,920 (36.7%) 1,142 (21.2%)

父のみ（養父含む） 79 (2.6%) 2,866 (10.6%) 416 (7.7%)

母のみ（養母含む） 1,240 (41.0%) 12,302 (45.5%) 2,656 (49.3%)

両親ともいない 53 (1.8%) 1,384 (5.1%) 919 (17.1%)

両親とも不明 8 (0.3%) 359 (1.3%) 222 (4.1%)

不 詳 4 (0.1%) 195 (0.7%) 27 (0.5%)

総 数 3,023 (100.0%) 27,026 (100.0%) 5,382 (100.0%)

※児童養護施設入所児童等調査結果（平成３０年２月１日現在）

（２１）家族との交流状況 （単位：人）

※児童養護施設入所児童等調査結果（平成３０年２月１日現在）
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総数
交流あり

交流なし 不詳電話・ﾒｰﾙ
・手紙

面会 一時帰宅

里親
5,382 227 925 359 3,782 89

100.0% 4.2% 17.2% 6.7% 70.3% 1.7%

児童養護施設
27,026 2,438 7,772 9,126 5,391 2,299

100.0% 9.0% 28.8% 33.8% 19.9% 8.5%

児童心理
治療施設

1,367 76 449 538 218 86

100.0% 5.6% 32.8% 39.4% 15.9% 6.3%

児童自立
支援施設

1,448 93 452 493 199 211

100.0% 6.4% 31.2% 34.0% 13.7% 14.6%

乳児院
3,023 102 1,672 425 651 173 

100.0% 3.4% 55.3% 14.1% 21.5% 5.7%

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ
1,513 128 435 258 559 133

100.0% 8.5% 28.8% 17.1% 36.9% 8.8%

自立援助ﾎｰﾑ
616 143 72 56 292 53

100.0% 23.2% 11.7% 9.1% 47.4% 8.6%



（２２）家族との交流の頻度（（２１）における「交流あり」の頻度別内訳） （単位：人）

※児童養護施設入所児童等調査結果（平成３０年２月１日現在）
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里親 児童養護施設
児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

乳児院 ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ 自立援助ﾎｰﾑ

【電話・ﾒｰﾙ・
手紙】

総数 227 100.0% 2,438 100.0% 76 100.0% 93 100.0% 102 100.0% 128 100.0% 143 100.0%

月１回以上 37 16.3% 487 20.0% 14 18.4% 31 33.3% 30 29.4% 18 14.1% 55 38.5%

年２回～11回 118 52.0% 1,431 58.7% 46 60.5% 48 51.6% 58 56.9% 68 53.1% 69 48.3%

年１回ぐらい 71 31.3% 501 20.5% 16 21.1% 11 11.8% 13 12.7% 42 32.8% 18 12.6%

不詳 1 0.4% 19 0.8% - - 3 3.2% 1 1.0% - - 1 0.7%

【面会】

総数 925 100.0% 7,772 100.0% 449 100.0% 452 100.0% 1,672 100.0% 435 100.0% 72 100.0%

月１回以上 175 18.9% 1,833 23.6% 101 22.5% 178 39.4% 960 57.4% 92 21.1% 19 26.4%

年２回～11回 559 60.4% 5,000 64.3% 298 66.4% 247 54.6% 608 36.4% 265 60.9% 41 56.9%

年１回ぐらい 189 20.4% 930 12.0% 49 10.9% 27 6.0% 97 5.8% 78 17.9% 11 15.3%

不詳 2 0.2% 9 0.1% 1 0.2% - - 7 0.4% - - 1 1.4%

【一時帰宅】

総数 359 100.0% 9,126 100.0% 538 100.0% 493 100.0% 425 100.0% 258 100.0% 56 100.0%

月１回以上 159 44.3% 2,769 30.3% 224 41.6% 175 35.5% 346 81.4% 110 42.6% 18 32.1%

年２回～11回 178 49.6% 5,949 65.2% 296 55.0% 300 60.9% 77 18.1% 129 50.0% 34 60.7%

年１回ぐらい 18 5.0% 395 4.3% 18 3.3% 18 3.7% 2 0.5% 19 7.4% 4 7.1%

不詳 4 1.1% 13 0.1% - - - - - - - - - -



種別

認可定員

乳児院 児童養護施設 児童心理治療施設 児童自立支援施設 母子生活支援施設

施設数 割合 施設数 割合 施設数 割合 施設数 割合 施設数 割合

総数 144 100.0% 604 100.0% 53 100.0% 58 100.0% 212 100.0%

20人以下 69 47.9% 10 1.7% 5 9.4% 1 1.7% 171 80.7%

21 ～ 30 35 24.3% 89 14.7% 18 34.0% 9 15.5% 29 13.7%

31 ～ 40 25 17.4% 137 22.7% 16 30.2% 7 12.1% 8 3.8%

41 ～ 50 7 4.9% 157 26.0% 12 22.6% 14 24.1% 4 1.9%

51 ～ 60 3 2.1% 91 15.1% 2 3.8% 10 17.2% - -

61 ～ 70 4 2.8% 47 7.8% - - 4 6.9% - -

71 ～ 80 1 0.7% 36 6.0% - - 1 1.7% - -

81 ～ 90 - - 14 2.3% - - 4 6.9% - -

91 ～ 100 - - 9 1.5% - - 1 1.7% - -

101 ～ 110 - - 7 1.2% - - 0 0.0% - -

111 ～ 120 - - 2 0.3% - - 3 5.2% - -

121 ～ 150 - - 5 0.8% - - 4 6.9% - -

151人以上 - - - - - - - - - -

※家庭福祉課調べ
※母子生活支援施設の定員については世帯数

（２３）定員規模別児童福祉施設数（令和２年１０月１日現在） （単位：か所）
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総 数
児童福祉への

理解から
子どもを

育てたいから
養子を

得たいため
その他 不 詳

4,216 1,759 1,299 453 617 88

100.0% 41.7% 30.8% 10.7% 14.6% 2.1%

※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在）

総 数 ５年未満 ５年～９年 10年～14年 15年以上

4,216 1,845 1,224 611 531

100.0% 43.8% 29.0% 14.5% 12.6%

（２４）里親申込の動機

（２５）登録期間

総 数 1人 2人 3人 4人 不詳

4,216 3,208 789 166 42 11

100.0% 76.1% 18.7% 3.9% 1.0% 0.3%

（２６）委託児童数

総 数
里親の年齢

いない 不 詳
30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不詳

里 父
4,216 11 203 964 1,140 1,345 10 528 15 

100.0% 0.3% 4.8% 22.9% 27.0% 31.9% 0.2% 12.5% 0.4%

里 母
4,216 28 251 1,207 1,374 1,251 10 82 13 

100.0% 0.7% 6.0% 28.6% 32.6% 29.7% 0.2% 1.9% 0.3%

（２７）里親の年齢

※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在）

※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在）

※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在）
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※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在）

（２８）里親の職業

総 数 平均所得金額

里親家庭 594.4万円

一般家庭 551.6万円

（２９）年間所得

※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在） ※一般家庭は「平成３０年国民生活基礎調査」

（３０）住宅所有状況

※児童養護施設入所児童等調査（平成３０年２月１日現在）
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社会福
祉事業
従事者

宗教家 教員
専門・
技術

管理 事務 販売
農林・
漁業

単純労
働

ｻｰﾋﾞｽ
その他
の就業

者

就業し
ていな
い

不詳 いない

里父
4,216 178 448 110 675 223 341 178 121 236 288 467 399 24 528 

100.0% 4.2% 10.6% 2.6% 16.0% 5.3% 8.1% 4.2% 2.9% 5.6% 6.8% 11.1% 9.5% 0.6% 12.5%

里母
4,216 297 280 75 256 39 257 107 67 37 274 540 1,876 29 82 

100.0% 7.0% 6.6% 1.8% 6.1% 0.9% 6.1% 2.5% 1.6% 0.9% 6.5% 12.8% 44.5% 0.7% 1.9%

総数
自家 借家

その他 不明 不詳
一戸建て 集合住宅 一戸建て 集合住宅

4,216 3,034 389 254 438 52 1 48 

100.0% 72.0% 9.2% 6.0% 10.4% 1.2% 0.0% 1.1%



（３２）里親の一時的な休息のための援助（レスパイト・ケア）の実施状況（令和元年度実績）

受入先種別 受入施設等数 延利用回数 実施延日数

乳児院 78 397 747

児童養護施設 165 633 1913

里親 558 1359 3,816

その他 38 170 596

合計 839 2,559 7,072

※レスパイト・ケアを利用した里親
世帯数・・・863世帯

※家庭福祉課調べ
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（３１）就業状況（令和２年３月１日現在） ※家庭福祉課調べ

委託里親数 里親の構成 里親の就業状況

4,673
（100%）

夫婦世帯
3,998

（85.6%）

共働き 2,025 43.3%

一方が働いている 1,709 36.6%

どちらも働いていない 264 5.6%

ひとり親世帯
675

（14.4%）

働いている 438 9.4%

働いていない 237 5.1%



（３３）里親養育支援児童福祉司の配置状況について（令和３年４月１日現在）（家庭福祉課調べ）
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北海道 10

青森県 1

岩手県 3

宮城県 4

秋田県 3

山形県 2

福島県 0（※３）

茨城県 1

栃木県 3

群馬県 5

埼玉県 4

千葉県 12

東京都 17

神奈川県 10

新潟県 1

富山県 1

石川県 0（※３）

福井県 2

山梨県 1

長野県 5

岐阜県 5

静岡県 5

愛知県 16

三重県 0（※３）

滋賀県 2

京都府 3

大阪府 20

兵庫県 5

奈良県 0（※３）

和歌山県 3

鳥取県 1

島根県 4

岡山県 4

広島県 3

山口県 6

徳島県 2

香川県 2

愛媛県 2

高知県 2

福岡県 11

佐賀県 2

長崎県 2

熊本県 4

大分県 3

宮崎県 0（※３）

鹿児島県 3

沖縄県 3

合計 198

※１ 荒川区は令和２年７月１日、港区は令和３年４月１日児童相談所開所。
※２ 各都道府県には指定都市、児童相談所設置市の人数含む。
※３ 他の児童福祉司等が里親業務も兼務している。


